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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第３四半期連結
累計期間

第61期
第３四半期連結
累計期間

第60期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 41,087,458 41,921,562 58,697,643

経常利益 （千円） 1,581,261 1,353,092 2,418,841

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,039,317 948,695 1,550,876

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,043,957 806,180 1,037,734

純資産額 （千円） 16,162,735 16,504,438 16,156,513

総資産額 （千円） 29,292,122 29,515,241 32,162,313

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 90.72 82.81 135.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 55.2 55.9 50.2

 

回次
第60期

第３四半期連結
会計期間

第61期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 36.43 34.60

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善し、個人消費に持ち直しの動きがみら

れるなど、緩やかな回復基調が続きました。また、世界経済につきましては、先進国経済は堅調に推移し、新興国

経済も減速感が和らいでいるものの、米国や英国などの政治・経済動向による変動リスクもあり、先行き不透明な

状況が継続しております。

　当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業におきましては、総じて高い販売水準が継続しているもの

の、為替変動による企業収益への影響や国際的な政治・経済情勢を背景に、設備投資の実行には一部で慎重な姿勢

も見られる状況となりました。電気・電子・半導体関連企業におきましては、モバイル機器や車載向け製品の需要

は引き続き堅調に推移しており、工作機械関連企業におきましては、国内外の需要低迷が続いているものの、自動

車関連の受注が堅調に推移するなど、受注環境に改善の兆しが見られました。

　このような経営環境の中、当社グループにおきましては、第８次中期経営計画（平成26年度～平成28年度）に基

づき、「さらなる信頼を得られる事業品質の確立」をスローガンとして、品質向上と生産性向上を軸に持続的成

長・発展へ向けた戦略課題（エンジニアリングビジネスの確立、営業体制の強化、グローバル体制の強化など）に

取り組んでまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は41,921百万円（前年同期比2.0％増）、営業利益は、主に円高

による海外子会社における売上原価の上昇に加え、人件費を中心に販売費及び一般管理費が増加したことから、

1,161百万円（前年同期比19.3％減）、経常利益は1,353百万円（前年同期比14.4％減）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は948百万円（前年同期比8.7％減）となりました。

　売上高の品目別内訳につきましては、次のとおりであります。なお、当社グループは主として制御機器、産業機

器、計測機器等の販売を営んでおり、事業区分としては単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

①　制御機器

　制御機器は、当社グループの主力取扱商品（当第３四半期連結累計期間における売上構成比で32.7％）で、自

動車及び電気・電子・半導体、セラミック関連企業向けの販売が伸び悩み、売上高は13,724百万円（前年同期比

2.1％減）となりました。

②　産業機器

　産業機器は、自動車及びセラミック関連企業向けの販売が増加し、売上高は14,390百万円（前年同期比7.9％

増）となりました。

③　計測機器

　計測機器は、自動車関連企業向けの販売が増加し、売上高は5,121百万円（前年同期比2.5％増）となりまし

た。

④　電源機器

　電源機器は、自動車及び工作機械関連企業向けの販売が減少し、売上高は1,811百万円（前年同期比16.4％

減）となりました。

⑤　実装機器

　実装機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は2,351百万円（前年同期比18.4％増）と

なりました。

⑥　その他

　上記５品目以外においては、売上高は4,521百万円（前年同期比1.4％減）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主要顧客であります製造業の中で、販売先上位は自動車関連産業に属する企業であるため、自動

車業界の動向やそれらの企業の設備投資動向と密接な関係にあり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性

があります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 12,067,120 12,067,120 東京証券取引所　市場第一部 単元株式数100株

計 12,067,120 12,067,120 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 12,067,120 － 1,311,778 － 1,371,950

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　610,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 11,455,200 114,552 －

単元未満株式 普通株式　　　　　1,220 － －

発行済株式総数 12,067,120 － －

総株主の議決権 － 114,552 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

明治電機工業株式会社
愛知県名古屋市中村区

亀島二丁目13番８号
610,700 － 610,700 5.06

計 － 610,700 － 610,700 5.06

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

明治電機工業株式会社(E02992)

四半期報告書

 6/15



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,308,206 2,303,199

受取手形及び売掛金 21,590,353 ※３ 19,040,258

商品及び製品 2,353,184 2,935,173

仕掛品 378,079 637,774

原材料及び貯蔵品 28,689 26,650

その他 562,142 444,210

貸倒引当金 △22,521 △22,716

流動資産合計 28,198,134 25,364,551

固定資産   

有形固定資産 1,706,388 1,648,175

無形固定資産 143,472 146,487

投資その他の資産 ※１ 2,114,318 ※１ 2,356,026

固定資産合計 3,964,178 4,150,689

資産合計 32,162,313 29,515,241

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,558,365 ※３ 10,617,936

短期借入金 － 400,000

未払法人税等 317,182 84,867

賞与引当金 469,760 217,875

役員賞与引当金 2,250 43,875

その他 1,261,070 1,194,382

流動負債合計 15,608,629 12,558,936

固定負債   

役員退職慰労引当金 6,850 6,650

その他 390,321 445,215

固定負債合計 397,171 451,865

負債合計 16,005,800 13,010,802

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,311,778 1,311,778

資本剰余金 1,371,950 1,371,950

利益剰余金 13,257,234 13,747,674

自己株式 △303,907 △303,907

株主資本合計 15,637,055 16,127,495

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 507,987 688,454

為替換算調整勘定 56,412 △261,757

退職給付に係る調整累計額 △44,941 △49,753

その他の包括利益累計額合計 519,458 376,943

純資産合計 16,156,513 16,504,438

負債純資産合計 32,162,313 29,515,241
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 41,087,458 41,921,562

売上原価 35,212,322 36,191,797

売上総利益 5,875,135 5,729,764

販売費及び一般管理費 4,435,849 4,568,750

営業利益 1,439,285 1,161,014

営業外収益   

受取利息 2,117 1,705

受取配当金 33,258 39,524

仕入割引 116,575 115,072

為替差益 1,040 71,919

その他 22,042 14,169

営業外収益合計 175,033 242,391

営業外費用   

支払利息 1,498 1,563

売上割引 30,789 30,082

デリバティブ評価損 － 18,328

その他 769 338

営業外費用合計 33,057 50,313

経常利益 1,581,261 1,353,092

特別利益   

固定資産売却益 2,152 2,489

関係会社清算益 － 15,309

その他 － 2,020

特別利益合計 2,152 19,818

特別損失   

固定資産除却損 2,057 344

その他 50 －

特別損失合計 2,107 344

税金等調整前四半期純利益 1,581,307 1,372,567

法人税等 541,990 423,871

四半期純利益 1,039,317 948,695

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,039,317 948,695

 

EDINET提出書類

明治電機工業株式会社(E02992)

四半期報告書

 9/15



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 1,039,317 948,695

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 36,089 180,467

為替換算調整勘定 △18,305 △318,169

退職給付に係る調整額 △13,143 △4,812

その他の包括利益合計 4,640 △142,514

四半期包括利益 1,043,957 806,180

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,043,957 806,180
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響額は

軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

投資その他の資産 38,750千円 38,766千円

 

　２．偶発債務

　下記会社の銀行借入に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

明治電機商業（上海）有限公司 212,280千円 204,720千円

 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 233,888千円

支払手形 － 1,087

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 92,328千円 103,044千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月27日

取締役会
普通株式 458,255 40.00 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 171,845 15.00 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月30日

取締役会
普通株式 286,409 25.00 平成28年３月31日 平成28年６月７日 利益剰余金

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 171,845 15.00 平成28年９月30日 平成28年11月28日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　当社グループの事業は、制御機器、産業機器、計測機器等の販売及びこれらの付随業務の単一セグメントで

あるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 90.72円 82.81円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,039,317 948,695

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
1,039,317 948,695

普通株式の期中平均株式数（株） 11,456,375 11,456,375

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　平成28年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 配当金の総額………………………………………171,845千円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年11月28日

（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月14日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

 

 有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮　本　正　司

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岸　田　好　彦

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治電機工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治電機工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（※）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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